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工 特許権 の集合的管理。 流通スキームはなぜ 必要か 

特許制度の存在 は 、 研究開発とそれに 対する投資のインセンティブを 与える一方で、 独占排他 権 が行使されると 当該分野の 

研究開発に対して 抑制作用を及ぼすという、 二面性を持っている。 特許制度を、 イノベーションを 促進するための 制度として 

社会の中に根付かせるために は 、 適正な特許付与基準を 策定して科学的。 技術的貢献度に 見合った権 利を付与すること、 なら 

びに特許化された 発明へのアクセスを 促進させることが 必要であ る。 

特許化された 発明へのアクセスを 促進するための 制度的解決策として、 独占禁止法におけるエッセンシャル。 ファシリティ 

理論の適用、 特許法に定められた 強制実施 権 制度の活用、 特許権 の効力から除外される 実施態様の立法的手段による 設定、 な 

どが考えられるが、 いずれも権 利の安定性を 損なうものであ り、 特許制度の信頼性をも 損なうものであ るため、 現実に適用 可 

能 であ るとは考えられなし ば 。 特許権 のライセンス 契約が特許発明へのアクセスを 低下させ る ことのないよう、 模範となるライ 

センス契約を 示すこと ( ガイドラインの 策定 ) , も考えられ、 d 定の効果が期待できるが、 強制力がないためその 効果は限定的 

であ る。 

制度的解決策として 望ましいのは、 特許権 の存在や権 利効力には変更を 加えずに、 特許権 者への利益の 還元を図りながら、 

特許発明へのアクセスをも 促進するものであ る。 そのような方策の 一つが、 以下に述べる 特許権 の集合的管理。 流通スキーム 

の 構築であ る。 これにより、 個々の特許発明が 特許権 者ごとに管理されて 流通に供されている 状態と比べて、 契約締結の手間 

が 低減され、 特許発明へのアクセス 性が向上する。 

2. 特許権 の集合的管理。 流通スキームの 種類 

2 一 ] 。 ライセンス。 データベース 

特許権 の集合的管理。 流通のための 最も簡便な方法として、 誰がどのような 特許権 を持っていて。 どのような条件でライセ 

シ スされているかというデータベースを 構築することが 挙げられる。 米国力リフォルニア 大学 ヂ - ス 校を事務局とする 

( 巨観 ic 面㎏ alec ぬ國 p ㈹ 幹 ぬ source 血権 お cult ℡⑤というプロジ ヱクドは 、 その - 例であ る。 では、 メンバ一機 

関の特許ライセンス 条件のデータベースが 作られ、 メンバー相互にライセンス 契約の状況を 把握することを 容易にしているが、 

契約自体 は 当事者間の交渉に 委ねられており、 デ - タベースに記載され だ ライセンス条件がその 後の契約内容を 縛るわけでは 

  
また、 これと ほ 別に P 卍簗 A では、 いく っ かの主要技技術について、 特許権 のパッケージを 提供しょうとしている。 これは 後 

に 述べるパテント。 プールの一種と 考えることができる。 

2 2 パテン㌃。 プール 

特許権 の存在を前提とする 場合であ っても、 独占的に一社のみにライセンスを 供与するので は なく、 非独占的に合理的な 条 

件 でのライセンス 供与を行えば、 特許発明の共有化 ( アクセスの促進 ) と私有化 ( 権 利者への利益の 還元 ) を両立させること 

ができる。 さらに、 希望する者に 対して無差別的にライセンスを 供与すれば、 実質的に、 希望する者は 低価格で特許発明に ア 

クセスすることができることになり、 共有化の度合いが 高まる。 これはすなわち。 朗蛭 隠り条件 ( 式 easonable a ぬぬ 

N ㎝， D 土 aScr@ 血 a ぬ r.y 条件 ) 5 によるライセンス 供与であ る。 特許権 者の側も。 広範に多くのライセンシ 一に対してライセンス 

供与を行 う ため、 一件あ たりのライセンス 料は安価であ っても結果としてライセンス 収入の合計額ぼ 大きくなることが 期待さ 

れる 6 。 あ る分野の複数の 特許発明について 配付 亜 条件による提供を 実施する、 ず なわち 寅 D 条件によるライセンス、 の束を 

作ることにより、 実質的にその 分野の発明へのアクセス 可能性を高めることがで この束が 、 パ デント。 プールであ る。 

代表的なものに、 画像圧縮技術であ り Iso とげ c で公的な国際標準となってし ㏄ づ に関する必須特許を 扱っている、 

                      ラ パテント。 プール機関があ る，。 この場合 は 、 当該技術標準の 必須特許が一括してライセンスされ、 ライセンス 

収入が特許数に 応じて各社に 配分される。 また、                         第三世代携帯電話の 技術標準の特許流通スキーム (3G ノく 
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テントプラットフォーム ) " ； ; あ る。 この場合は、 一部の企業とはクロスライセンス 契約を結んで。 残りの特許権 のライセンス 

を一括して受ける、 ということができる。 また、 魑 々 のライセンシーが 支払うロイヤリティの 合計 値に 、 最大累積ロイヤリテ 

ィ率 (5%) が設定されており、 多くの特許発明のライセンスを 受けてもロイヤリティ 率がこの上限を 超えないようになって 

いる。 

パテント。 プールの利用に 適しているの ほ 。 ⑧多くの機関。 企業が保有している 複数の特許を 使用する必要があ る、 ②それ 

自体がざらなる 開発に供されるのではなく。 ツールとして 広く使用されるため、 非独占的ライセンスを 行 う のに適している、 

③技術標準が 策定されている、 あ るいはプールすべき 特許が明確に 判断できる、 という条件を 満たす技術であ る 9 。 パテント。 

プールの構築にあ たっては、 独占禁止法に 違反しないようなスキームを 作らなければならない 10 。 また、 ㏍№条件でほあ ると 

はいえ、 企業の参加意欲を 高める収益モデ． ルを 見出すことにより、 アウトサイダー ( パ デント。 プールに入らず 独自にライセ 

ンス供与をする 特許権 者 ) を生まないようにする 必要があ る。 企業の参加意欲を 高めるためには、 特許の価値を 適正に評価し 

て 、 それに基づいて 利益配分をすることが 必要であ ろう。 

鷺 -3. パテント。 クリアリングハフス 

パテント                                                                                                                           パテント。 クリアリングハウスを 構築し活用することが 

提案ざれている " 著作権 の流通に用いられているクリアリンバハウスというスキームに 着目し、 これを特許に 適用してとして 

運用するものであ る。 

パ デント。 クリアリングハウスは、 いわば特許の「スーパーマ @ ケット」であ る。 クリアリングハウスで 扱われることを 特 

許権 者により許諾された 特許 群は ついで。 ライセ シ シ ー ( 企業や大学。 研究機期から 使用の希望が 管理機関に寄せられると、 

管理機関がその 使用許諾をする ( 価格が決まっている 場合。 ならびにロイヤリティ 率などの形でライセンス 条件が決まって い 

る 場合があ る ) 、 そして事後的に 特許権 者に報告される。 という仕組みであ る。 

このような特許管理の 実行においては、 次 (D2 つのことが問題になる。 すつは、 パテント。 クリアリングハウスの 立ち上げ蒔 

期すかわらまだ 企業からライセンス 収入が入ってこない 段階において、 有益な特許発明を 集めるために は 初期投資が必要であ 

り 、 その資金を何らかの 方法で調達しなげればならないということであ る。 も う 1 つば 、 特許権 を特許管理機関と 各特許権 者 
の間でどのような 形態で結ぶか、 ということであ る。 このスキームにおいては、 特許管理と運営資金調達をいずれも 行 う 必要 

があ ることから、 流動化による 資金調達と管理という 2 つの目的をもっ 知的財産信託とのアフィニティーが 高いと考えられる l:   

2 一 %. パ デント。 コンソーシアム 

隅蔵 は 。 学術機関の間で 特許化された 研究ツールの 使用を円滑化するための 施策を考察した 際に。 メンバー相互にツールの 

使用がしやすくなるような、 ギブアンドテイクの 思想によるバテント ，コンソーシアムロのスキー   - ム を 考えた ( 図 1 、 ・ " あ る 分 

野の研究開発やサービスの 実施に必要な 特許をすべて 集めておき、 簡易にライセンス 契約が結べるよ う にした機構であ る。 こ 

こでは、 M ㌢ 且 G.2 のケースのように - 括ライセンスを 行 う ケース は 稀であ り。 多くの場合 は、 取り揃えられ だ 商品の中から 自 

                                                                                                                                              パテント 。 タリアリングハウスの 方が実態になじむで 

あ ろう " パテント。 コンソーシアムの 運営主体は、 何らかの合理的な 方法によりあ らかじめライセンス 条件を決めておく 必要 

れソ 場合によって は 特許権 者との交渉も 必要となる。 しかし、 その d 力で、 コンソ - シアム を利用ずるライセンシーは 特 

許権 者と交渉する 必 、 要がなくなるため、 ライセンシーが 多数想定され、 なおかつ当該運営主体にライセンス 交渉の能力が 確立 

されている場合にぼ、 社会全体としては 取引コストを 削減できる。 

このスキー - ふき 考える背景となったのが、 200 冬 年に裏 施した生命科学者対象のアンケート 調査であ るは。 回答者の 7%%0 が、 

特許化された 研究ツールの 使用を円滑化するために 何らかのスキームを 作ることに、 賛成であ った。 また、 研究者個人が 特許 

権 を保宿していると 仮定して、 どのような場合にそれをコンソ - シアムに提供しだいかという 質問を行ったところ、 頃 分 も他 

の 特許発明を無償で 使用できるのであ れば。 無償で提供する」というギブアンドテイクの 仕組みを望む 研究者が 荏 6% であ り、 

@ 労 にじゅうぶんな 金銭的見返りがあ るのであ れば、 有償で提供する」とした 研究者の割合 27%0 を上回った。 なお、 「どのよ 

うな条件であ れ自らが権 利を保有する 特許発明を提供したくない」と 考える人ぼほとんど 皆無であ った。 このことから、 少な 

くとも大学。 公的研究機関の 研究者に対しては ，「コンソーシアムに 特許発明を提供し 朗蛉 mD 条件のライセンス 供与を約束し 

た研究者 は コンソーシアム 中の他の特許発明を 使うことができる」というルールにすれば、 あ る程度の数の 特許発明を集める 

ことができると 考えらか。 る 。 

現在の日本の 国立大学法人で 生まれた発明について は 、 個人帰属のものと 機関帰属のものが 混在しているという、 過渡的な 

状態であ る。 2004 年 在月 以降は機関帰属の 原則を採用している 大学が多いが、 法人仏双に特許出願ざれた 発明は大半が 個人帰 

属とみなされⅡ、 法人化後も個人が 保有しているためであ る。 このような現状を 踏まえて。 以下のようなスキームを 考案しだ。 
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い )  大学特許コレクション 

コンソーシアムに 参加している 大学。 公的研究機関 ( 以下、 @ 加 大学」 ) ぼ 、 保有特許 ( 機関帰属の特許 ) をコンソーシア 

ムに無償で提出する。 これが「大学特許コレクション」となる。 参加大学に所属する 研究者は、 「大学特許コレクション」 の 

特許を無償で 使用できる。 

(2)  個人特許コレクション 

コンソーシアムのオペレーターは、 主要な個人帰属の 特許を探し出し、 それらを保有する 個人に対し、 コンソーシアムへの 

参加を呼びかけ ろ 。 コンソーシアムに 参加する個人研究者は、 自ら保有する 個人帰属特許をコンソーシアムに 無償で提出する。 

これが「個人特許コレクション」となる。 参加している 個人研究者 は、 ; 個人特許コレクション」 の特許を無償で 使用でき 

る。 

(3)  企業特許コレクション 

コンソーシアムで 提供ずべき特許の 中に、 企業保有のものがあ る場合は、 コンソーシアムが 企業に対し契約料を 支払うこと 

により、 コンソーシアムで 取り扱うことに 対する許諾を 受ける "                「企業特許コレクションⅡとなる " その前提として、 

コンソーシアムのオペレータ 一にば、 ライセンス契約交渉のスキルを 持つ担当者を 配置する " 

(4)  外部者との関係 

コンソーシアムに 特許権 者として参加していない 外部者は、 コンソーシアムに 入っている特許を 、 定められた価格 ( ライセ 

ンス条件 ) で使用することができる ( パテント。 クリアリングハウスと 同様 ) 。 学術目的の使用と、 商業的使用では、 ライセン 

ス 条件が異なる。 

なお、 コンソーシアムに 特許権 者として参加している 大学の研究者、 ならびに個人研究者は、 コンソーシアムのとり 決めに 

よって既に無償になっているもの 以外のコレクションを。 ディスカウント 価格 ( コンソーシアムのオペレーターがディスカウ 

ント の割合を決定する ) にて使用することができる。 

(5)  参加のインセンティブの 増進 策 ( 使用頻度のランキンバ 公表など ) 

コンソーシアムで 扱われている 特許 は 、 使用されるたびにカウントされ、 使用頻度上位の 特許についてはランキングが 公表 

されるよ う にするとよいだろう。 このようなランキングの 公表を行 ウ 理由は 、 次のとおりであ る。 誰にも使われないようなツ 

- ルを提供しているだけであ っても他のツールをすべて 無償で使えるということになれば。 ギブアンドテイクに 基づくコンソ 

@ シアムにおいて 不公平感が生じ、 住れ 伍をほとんどせずに℡ 煕 そ兄だけを求める 参加者が増えがちであ る。 そうした状態が 続 

げ ばこのスキームが 機能しなくなってしまう。 したがって、 このようなスキームを 成功に導くためには、 多くの研究者が 参加 

し。 よいツールを 提供するインセンティブを 高めるためのメカニズムが 必要になる。 一案として、 ツールを使用するたびに 当 

該ツールを使用した 旨がコンソーシアム 事務局に報告され、 使用頻度の高い 研究ツ - ルのランキングが 発表されるという 制度 

にすれば、 研究者にとって、 コンソーシアムへの 参加意欲、 ならびによい 発明をコンソーシアムに 入れようとする 意欲が高ま 

るであ ろう。 使用頻度が以後の 価格 ( ライセンス条件 ) の決定にも用いられるよう @ こすれば、 一石二鳥であ る。 

なお、 試行的にぼ、 特定のプロジェクトにより 生み出された 特許をこのようなコンソーシアムで 扱うことを、 政府等からの 

資金提供の条件にすることも 可能であ ろう。 

3. まとめ 

図 2 に、 本稿で説明した 各種スキームの 位置関係をまとめた 型のパテント。 プ - ル は 、 技術標準の必須特許を パッ 

ケージにして 一括でライセンス 供与する                                       一部の特許のクロスライセンスを 可能にするなどの 柔軟 

性を持たせだものが、 碍 型の パ デント。 プラットフォームであ る。                                                           G 型 パテント。 ブ ど 独禁法上のリスクが 回避されるモデルとなっており、 単純なライセンス。 データベースと 比べると、 

じめ ライセンス条件が 固定ざれ取引コストが 削減されるモデルとなっている。 P 摺 健 拡の事例 は 、 ライセンス。 データベース、 

翼 G 型のパテント。 プールの一括ライセンスの 仕組みを併せ 持つものであ る。 パテント。 コンソーシアム ぼ、 パテ 

ント。 タリアリングハウスのスキームに、 メンバ一間では 自由に使い合えるというギブアンドテイクの 発想を加えたものであ 

る 。 

こうしたスキームが 実効性を持つようにするために は 。 価格決定をサボートする 汎用性のあ る価値評価手法の 策定、 スキー 

ムを 運冨 する人材の育成、 民間企業も参加しやすいビジネスモデルの 策定を ぽ じめとして、 多くの課題が 残されている。 特許 

権 の集合的管理。 流通スキームの 検討には、 知的財産マネジメントの 重要課題が集約されている。 
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図 2 特許権 の集合的管理。 流通スキームの 抽互 関係 

，適切な特許付与基準の 策定につ L,i ては、 隅藏 康一「生命工学と 特許の新展開一ゲノム。 タンパク質解析と 特許 一 」、 が先端科学技術と 知的財産 

権 コ ( 相田義明・平嶋竜太。 隅藏 康一共著、 発明協会、 200) 年 ) l-55 頁、 等で述べたが、 本稿では立ち 入らない。 

' 隅藏 康一「バイオテクノロジ 一分野のイノベーション 促進 (D ための知的財産政策 J 、 日本知財学会第 3 回年次学術研究発表会 ( 要旨 集 290-295 

頁 ) 、 2005 年 ; 隅藏 康一「遺伝子関連発明の 知的財産政策 洪有 化と私有化の 最適バランスに 向けて @ 、 医療と社会は 巻 i 号 、 67-82 頁、 20 ㏄ 

午 

  OECD 理事会は、 2006 年 2 月、 約 3 年間にわたる 検討を経て     佑子関連発明のライセンス。 ガイドラインコ 

( 照 p://wwvw.jba.or.|Ploshirase/oecd 餌 ide@@ne060323 拙薫 ) を採択した。 国内でほ 2006 年 5 月に、 総合科学技術会議。 知的財産戦略専門調査会にて 

「大学等における 政府資金を原資とする 研究開発から 生じた知的財産権 についての研究ライセンスに 関する指針」が 決定された 
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@f この制約により、 パ デント。 プールのフレキシブルな 活用が妨げられている 可能性があ り、 独占禁止法のパテント。 プールに対する 運用に 

ついては今後の 課題であ る。 

" 隅藏 康一、 イノベーション 促進に向けた 知的財産信託の 課題、 研究。 技術計画学会第 20 回年次学術大会 ( 要旨 集 447-450 頁 ) 、 7.005 年 
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